
計 － － 200 160 160

－ － －

繰越し等 － － － －

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 － － 200 160 160

補正予算 －

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

若手英語教員を約６ヵ月間米国に派遣し，現地の大学で英語教授法を学ばせるとともに，米国での人的交流やホームステイを通じて米国への
理解を深め，英語教員の英語指導力及び英語によるコミュニケーション能力の充実を図る。また，この事業は，中長期的な視点に立ち，日米同
盟の深化・発展のための国民の幅広い層における相互理解の推進に資するものである。
本事業は文部科学省と外務省の共管事業。

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１項

関係する計画、
通知等

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

（１）教員研修を通じた英語教育の充実と英語教員の資質（英語教授能力及び米国への理解度）の向上
（２）中長期的な日米同盟の深化・発展のための日米交流の強化

事業開始・
終了(予定）年度

平成23年度開始 担当課室 北米第一課 課長　吉田　朋之

会計区分 一般会計 施策名 I-2　北米地域外交

事業番号 232
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(外務省)

事業名 日本人若手英語教員派遣事業 担当部局庁 北米局 作成責任者

計 160 160

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

その他 160 160

―

- - (                   ) (                )

単位当たり
コスト

　　　　　　　1.8万（円／人数） 算出根拠 平成２３年度執行額　÷　派遣した教員の人数

1年間で派遣する日本人英語教員の人数。

活動実績

（当初見込
み）

- - 96

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（　　年度）

派遣された日本人英語教員を通じた我が国の米
国理解の促進等を目指すものであり、参考とな
る指標の一つとして、日本人の外交に関する世
論調査において、アメリカに対する親近感を持つ
人の割合を使用する。

成果実績 - - 80 80

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ - -

執行率（％） － － 86

執行額 － － 172

計 － － 200 160 160
況（単位:百万円）

計 160 160



点
検
結
果

本事業の実施にあたっては，予算の適切な執行に努める。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

－ 　※類似事業名とその所管部局・府省名

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。 年度当初に見込んでいた活動を着実に実施してきてい
る。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。 業者選定に当たっては企画競争を実施しており，競争性
が確保されている。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。 本件事業は，派遣された日本人英語教員を通じた我が
国の米国理解の促進等を目指すものであり、国が実施
すべき事業と評価できる。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

関連する過去のレビューシートの事業番号

現
状
ど
お
り

－

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

現
状
ど
お
り

－

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見

平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

関連する過去のレビューシートの事業番号

－ 新２３－43



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか

個別事業名：

外務省

１７２百万円

Ａ．（社）日本旅行

１７２百万円

【企 画 競 争】

（１）事前説明会実施，（２）研修計画立

案，調整，（３）渡航手配等の委託行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

外務省

１７２百万円

Ａ．（社）日本旅行

１７２百万円

【企 画 競 争】

（１）事前説明会実施，（２）研修計画立

案，調整，（３）渡航手配等の委託



計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 172 計 0

費　目 使　途 金　額
(百万円）

その他 事前説明会，計画立案，渡航手配等 172

個別事業名：

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

計 0 計 0



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
A.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 （株）日本旅行 事前研修，計画立案，渡航手配等 172 3 企画競争

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



事業番号 233
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(外務省)

事業名 米国との安全保障分野での協力推進 担当部局庁 北米局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

別紙参照 担当課室
日米安全保障条約課

日米地位協定室
課長　鯰　　 博行
室長　河邉　賢裕

会計区分 一般会計 施策名 北米地域外交

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
別紙参照

関係する計画、
通知等

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

日米相互協力及び安全保障条約並びにこれに基づく地位協定等の運用に関する調査研究・連絡調整等を行う。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　日米安保体制の堅持は我が国安全保障政策の重要な柱の一つ。日米安保体制を円滑かつ効果的に運用していく上で、米国の
軍事防衛関係情勢に関する情報収集・調査・分析を行う他、米国政府との協議、在日米軍を抱える地方公共団体との連絡・調整
等の施策を行っていくことが必要。

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 96 89 81 77 83

補正予算 － － － －

繰越し等 － － － －

計 96 89 81 77 83
（単位:百万円） 況

計 96 89 81 77 83

執行額 86 77 83

執行率（％） 89.6% 86.5% 103.3%

成果指標 単位 21年度 22年度

％

23年度
目標値

（24年度）

成果目標は、米国との協力関係の維持を通じた日米
安保体制の確保（安保条約の延長）。成果実績を客
観的指標で示すことは困難であるが、参考となり得る
関連指標として、米国一般人に対する対日世論調査
（米国は現在の日米安全保障条約を維持すべきと考
えると回答した人の割合）を採用。

成果実績 87.0% 90.0% 92.0% 92.0%

達成度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

回
157 133 175 ―

(99) (97) (93)

単位当たり
コスト

１２６，６３２（円／回） 算出根拠
２２，１６０，４８８円÷１７５回
（（各個別事業における出張に要した旅費支出総額）÷（回数））

各個別事業における出張回数

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

沖縄事務所運営経費 41 44

17 20

日米安全保障リーダー育成セミナー開催経費 17 17

安全保障に関する調査研究・連絡調整等関係経費

在日米軍オリエンテーション・プログラム開催経費 2 2

77 83

在日米軍経験者のネットワーク強化事業関係経費 － －

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

計 77 83計



事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

成果指標及び実績が示すとおり、国民の関心が高い事
業であると言える。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

会計法､国家公務員等の旅費に関する法律等の各種法
律等に従い適切な執行を行っている。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

成果指標及び実績が示すとおり、国民の関心が高い事
業であると言えるため、引き続き安全保障分野における
日米間の協力関係を強化していく。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

　※類似事業名とその所管部局・府省名

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

　「沖縄事務所運営経費」については、沖縄事務所における期間業務職員給与、随意契約を行っている機械警備、事務所借料、事務所共益
費、事務所駐車場及び沖縄担当大使の宿舎賃貸、一般競争入札を行っている事務所警備員、公用車賃貸借及び運転手業務委嘱について
は、本省から各契約先に支払いを行っている。その他生活費については、本省から各四半期毎に沖縄事務所に必要額を送金し、同事務所
が各支払先に支出している。諸謝金は、対象者に本省から支出している。
　「日米安全保障リーダー育成セミナー開催経費」については、セミナー開催に係る経費の内、主催者側が特に招待する日米両国からの参
加者の航空賃、宿泊料、食費等並びに現地公館開催夕食会に係る経費については外務省が負担している。また、本邦からの各出張者（外
務省職員、有識者(講演者を含む)）にその必要性を精査した上で支出している。
　「在日米軍オリエンテーション・プログラム開催経費」については、一般競争入札により選定業者に業務を委託し、支出した。
　「安全保障に関する調査研究・連絡調整等関係経費」については、旅費類は各出張の必要性を精査の上で支出している。消耗品、物品購
入、事務用品修理費等については、主に見積もり合わせ（少額随意契約）による価格比較を行った上で選定業者、単価契約業者等に支出し入、事務用品修理費等については、主に見積もり合わせ（少額随意契約）による価格比較を行った上で選定業者、単価契約業者等に支出し
ている。期間業務職員給与については、課室員の指導の下、当課の必要不可欠な戦力として事務を支えている。

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

－

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

現
状
通
り

－

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

関連する過去のレビューシートの事業番号

０３９９，０４００，０４０２，０４２２， ０３８４，０３８５，０３９０，０４０６，０４０９



(別紙）

個別事業名 沖縄事務所運営経費 担当部局庁 北米局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

平成１０年度開始 担当課室 日米地位協定室 室長　河邉　賢裕

会計区分 一般会計 施策名 北米地域外交

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第四条第一項イ

関係する計画、
通知等

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 49 49 43 41 44

補正予算 － － － －

繰越し等 － － － －

計 49 49 43 41 44

執行額 41 39 41

執行率（％） 84.9% 80.2% 96.8%

事務所費 22 25

土地建物借料 17 17

講師謝礼 1 1

旅費 1 1

計 41 44

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求



※平成23年度実績を記入

個別事業名： 沖縄事務所運営経費

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか

外務省

４１百万円

沖縄事務所運営経費

Ａ 大同火災海上

保険（株）

２０百万円

沖縄事務所借

料、共益費、

駐車場借料

競争性のない

随意契約

Ｂ （株）オクト

２百万円

競争性のない

随意契約

沖縄担当大使

宿舎借料

Ｄ 中央警備保障

（株）

２百万円

一般競争入札

沖縄事務所

警備

Ｃ 沖縄綜合警備

保障（株）

０．３百万円

競争性のない

随意契約

沖縄事務所

夜間機械警備

（＊）

Ｆ 新報警備保障

総合ビル管理

（株）

３百万円

一般競争入札

沖縄担当大使

公用車運転手

Ｅ （株）トヨタレンタ

リース沖縄

０．９百万円

一般競争入札

沖縄担当大使

公用車借料

（＊）

Ｋ 本土新聞那覇西部

販売所 等

競争性のない

随意契約

Ｌ 大同火災海上

競争性のない

随意契約

Ｍ （株）沖東交通

等

競争性のない

随意契約

Ｎ （株）パノラマホテ

ルズワン那覇 等

競争性のない

随意契約

Ｈ 出張者５名

（国内出張）

０．５百万円

本省との連絡

旅費、沖縄地

方出張旅費

Ｉ 期間業務職員

３名

３百万円

会計、庶務的

業務の補助

Ｊ 講師６名

０．５百万円

競争性のない

随意契約

沖縄理解増進

セミナー

講師謝礼

Ｇ シオン通訳翻

訳事務所

０．０４百万円

競争性のない

随意契約

在日米軍人に

よる事件・事

故ワーキング

チーム会合通

訳

＊は国庫債務

負担行為

（22年度～）

行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

外務省

４１百万円

沖縄事務所運営経費

Ａ 大同火災海上

保険（株）

２０百万円

沖縄事務所借

料、共益費、

駐車場借料

競争性のない

随意契約

Ｂ （株）オクト

２百万円

競争性のない

随意契約

沖縄担当大使

宿舎借料

Ｄ 中央警備保障

（株）

２百万円

一般競争入札

沖縄事務所

警備

Ｃ 沖縄綜合警備

保障（株）

０．３百万円

競争性のない

随意契約

沖縄事務所

夜間機械警備

（＊）

Ｆ 新報警備保障

総合ビル管理

（株）

３百万円

一般競争入札

沖縄担当大使

公用車運転手

Ｅ （株）トヨタレンタ

リース沖縄

０．９百万円

一般競争入札

沖縄担当大使

公用車借料

（＊）

Ｋ 本土新聞那覇西部

販売所 等

１百万円

消耗品費

（新聞購読料、盛

花代、事務用品

購入代、執務参

考図書購入代

等）

競争性のない

随意契約

Ｌ 大同火災海上

保険（株） 等

２百万円

競争性のない

随意契約

通信運搬費

光熱費

（電話代、携帯

電話代、ケー

ブルテレビ代、

郵便代、事務

所電気代等）

Ｍ （株）沖東交通

等

４百万円

競争性のない

随意契約

借料及び損料

（複合機借料・保

守料、借り上げ

車代、タクシー代

等）

Ｎ （株）パノラマホテ

ルズワン那覇 等

３百万円

競争性のない

随意契約

会議費

雑役務費

自動車維持費

（会議費、大使交

替レセプション経

費、大使宿舎セ

キュリティー管理

料、高速道路料

金、備品修理、

空調設備取替工

事、雑費、ガソリ

ン代 等）

Ｈ 出張者５名

（国内出張）

０．５百万円

本省との連絡

旅費、沖縄地

方出張旅費

Ｉ 期間業務職員

３名

３百万円

会計、庶務的

業務の補助

Ｊ 講師６名

０．５百万円

競争性のない

随意契約

沖縄理解増進

セミナー

講師謝礼

Ｇ シオン通訳翻

訳事務所

０．０４百万円

競争性のない

随意契約

在日米軍人に

よる事件・事

故ワーキング

チーム会合通

訳

＊は国庫債務

負担行為

（22年度～）



個別事業名： 沖縄事務所運営経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.大同火災海上保険（株） Ｉ.期間業務職員

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

借料 事務所(@1,189,566円／月) 14 賃金 期間業務職員１名 1

共益費 事務所(@461,763円／月) 6

借料 駐車場(@26,250円／月) 0.3

計 20 計 1

B.（株）オクト Ｎ.（株）パノラマホテルズワン那覇

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

借料 大使宿舎(@182,000円／月) 2 その他 大臣主催大使交替レセプション、会食経費等 2

計 2 計 2計 2 計 2

D.中央警備保障（株）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

委託費 事務所警備員(@145,488円／月) 2

計 2 計 0

F.新報警備保障総合ビル管理（株）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

委託費 大使車運転手(平均218,918円／月) 3

計 3 計 0計 3 計 0



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
A.

Ｂ

沖縄事務所運営経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 大同火災海上保険（株） 事務所借料、共益費、駐車場費 20 随意契約 －

2

3

4

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）オクト 沖縄担当大使宿舎借料 2 随意契約 －

2

3

4

5

6

7

Ｃ

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 沖縄綜合警備保障（株） 事務所夜間機械警備委託費（国庫債務負担行為、平成22年度から） 0.3 随意契約 －

2

3

4

5

6

7

8

9

10



Ｄ

Ｅ

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 中央警備保障（株） 事務所警備委託費 2 3 98.3%

2

3

4

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）トヨタレンタリース沖縄 大使公用車借料（国庫債務負担行為、平成22年度から） 0.9 2 86.2%

2

3

4

5

6

7

8

9

Ｆ

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 新報警備保障総合ビル管理（株） 大使公用車運転委託業務 3 5 59.5%

2

3

4

5

6

7

8

9

10



Ｇ

Ｈ

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 シオン通訳翻訳事務所 通訳謝礼 0.04 随意契約 －

2

3

4

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 個人Ａ 出張旅費 0.2

2 個人Ｂ 出張旅費 0.1

3 個人Ｃ 出張旅費 0.08

4 個人Ｄ 出張旅費 0.06

5 個人Ｅ 出張旅費 0.01

6

7

8

9

Ｉ

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 個人Ａ 期間業務職員給与 1

2 個人Ｂ 期間業務職員給与 0.9

3 個人Ｃ 期間業務職員給与 0.6

4

5

6

7

8

9

10



Ｊ

Ｋ

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 個人Ａ 講師謝礼 0.2

2 個人Ｂ 講師謝礼 0.1

3 個人Ｃ 講師謝礼 0.04

4 個人Ｄ 講師謝礼 0.04

5 個人Ｅ 講師謝礼 0.02

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 本土新聞　那覇西部営業所 新聞 0.2 随意契約 －

2 琉球新報　松山販売所 新聞 0.2 随意契約 －

3 沖縄タイムス販売センター久米店 新聞 0.1 随意契約 －

4 （株）リブロ 執務参考図書 0.1 随意契約 －

5 ざまみダンボール コピー用紙 0.08 随意契約 －

6 （有）花の藤商 事務所盛花 0.08 随意契約 －

7 沖縄タイムス　松山販売所 新聞 0.05 随意契約 －

8 （有）ペナント 新聞 0.05 随意契約 －

9 善林堂 コピー用紙 0.05 随意契約 －

Ｌ

9 善林堂 コピー用紙 0.05 随意契約 －

10 （株）沖縄ヤマダ電機 デジタルカメラ購入 0.03 随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 大同火災海上保険（株） 光熱水料 0.9 随意契約 －

2 ＫＤＤＩ（株） 事務所電話、ＦＡＸ代 0.3 随意契約 －

3 （株）ＮＴＴドコモ九州 携帯電話代 0.2 随意契約 －

4 西日本電信電話（株）沖縄支店 事務所電話、ＦＡＸ代 0.1 随意契約 －

5 郵便事業（株） 郵便、郵便切手代 0.1 随意契約 －

6 沖縄ケーブルネットワーク（株） ケーブルテレビ代 0.08 随意契約 －

7 （株）沖縄タイムス社 記事データベース使用料 0.08 随意契約 －

8 アクトコーポレーション バイク便 0.01 随意契約 －

9

10



Ｍ

Ｎ

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）沖東交通 借り上げ車代 0.7 随意契約 －

2 （株）國和第一ハイヤー 借り上げ車代 0.6 随意契約 －

3 （株）沖縄交通 借り上げ車代 0.6 随意契約 －

4 （株）那覇ハイヤー 借り上げ車代 0.5 随意契約 －

5 (社)沖縄県ハイヤータクシー協会 タクシー代 0.4 随意契約 －

6 （株）パノラマホテルズワン那覇 会場借料（大臣沖縄訪問） 0.4 随意契約 －

7 富士ゼロックス(株) 複写機保守料 0.2 随意契約 －

8 パイオニア電設(株) 複写機借料 0.2 随意契約 －

9 （株）桃原農園 事務所鉢植代 0.1 随意契約 －

10 （株）近鉄ホテルシステムズ 会場借料（大臣沖縄訪問） 0.07 随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）パノラマホテルズワン那覇 大臣主催大使交替レセプション、会食経費等 2 随意契約 －

2 （株）白石 ガソリン代 0.3 随意契約 －

3 （社）内外情勢調査会 会費 0.2 随意契約 －

4 （株）琉球新報社　琉球フォーラム事務局 会費 0.2 随意契約 －

5 沖縄政経懇話会 会費 0.1 随意契約 －

6 （株）近鉄ホテルシステムズ 会食経費 0.08 随意契約 －

7 （株）オクト 大使宿舎セキュリティー管理料 0.08 随意契約 －

8 琉球料理　美栄 会食経費 0.06 随意契約 －

9 (株)沖電気 監視用カメラ用レコーダー修理 0.05 随意契約 －9 (株)沖電気 監視用カメラ用レコーダー修理 0.05 随意契約 －

10 (株)ダスキン 清掃費 0.05 随意契約 －



(別紙）

個別事業名 安全保障に関する調査研究・連絡調整等関係経費 担当部局庁 北米局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

昭和３３年度開始 担当課室 日米安全保障条約課 課長　鯰 博行

会計区分 一般会計 施策名 北米地域外交

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第四条第一項イ

関係する計画、
通知等

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

－ － －

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 17 16 17 17 20

補正予算 －

繰越し等 － － － －

17 16 17 17 20

執行額 19 19 19

執行率（％） 114.2% 113.4% 114.5%

旅費 12 12

委託調査費 0 5

その他（会議費等） 2 1

人件費 2 2

計 16 20

講師謝礼 0.2 0.1

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求



※平成23年度実績を記入

個別事業名： 安全保障に関する調査研究・連絡調整等関係経費

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか

外務省

１９百万円

Ｃ 株式会社

沖縄エジソン 等

１百万円

Ｄ 株式会社

フジランド 等

０．７百万円

Ｅ 帝国自動車

交通（株） 等

０．６百万円

Ｂ 期間業務職員

３名

２百万円

米国との安全保障に関する調査研

究・連絡調整等関係経費

備品、消耗品

類購入

会議におけ

る水、コー

ヒー、弁当代

等

車等借上げ

経費、会議登

録料等

競争性のない

随意契約

競争性のない

随意契約

Ａ 出張者

４６名

１５百万円

日米安保関

係事務交渉

費（国外・国

内旅費）

会計、庶務的

業務の補助

行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）



個別事業名： 安全保障に関する調査研究・連絡調整等関係経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

Ａ.出張者

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

旅費 外国旅費 1

旅費 国内旅費 0.2

計 2 計 0

Ｂ.期間業務職員

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

賃金 期間業務職員給与１名 1

計 1 計 0計 1 計 0

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0計 0 計 0



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
A.

Ｂ

安全保障に関する調査研究・連絡調整等関係経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 出張者Ａ 国内・国外出張費 2

2 出張者Ｂ 国内・国外出張費 1

3 出張者Ｃ 国内・国外出張費 1

4 出張者Ｄ 国内・国外出張費 1

5 出張者Ｅ 国内・国外出張費 1

6 出張者Ｆ 国内・国外出張費 0.6

7 出張者Ｇ 国内・国外出張費 0.6

8 出張者Ｈ 国内・国外出張費 0.6

9 出張者Ｉ 国内・国外出張費 0.5

10 出張者Ｊ 国内・国外出張費 0.5

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 個人Ａ 期間業務職員給与 1

2 個人Ｂ 期間業務職員給与 0.4

3 個人Ｃ 期間業務職員給与 0.3

4

5

6

7

Ｃ

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）沖縄エジソン 沖縄事務所電話交換機買い替え 0.6 随意契約 －

2 （株）リコー ＦＡＸ機買い替え 0.3 随意契約 －

3 （株）善林堂 パーティションスタンド購入 0.09 随意契約 －

4 （株）富士ゼロックス 消耗品購入 0.08 随意契約 －

5 個人 消耗品購入 0.06 随意契約 －

6 （株）フォーサイト 消耗品購入 0.04 随意契約 －

7 （株）紀伊国屋書店 消耗品購入 0.03 随意契約 －

8 日本水路図誌株式会社 消耗品購入 0.03 随意契約 －

9 （株）文研堂書店 消耗品購入 0.01 随意契約 －

10 文祥堂商事（株） 消耗品購入 0.01 随意契約 －



Ｄ

Ｅ

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）フジランド 会議用水、コーヒー、弁当手配 0.2 随意契約 －

2 （株）聘珍樓 会食 0.2 随意契約 －

3 （株）今半フーズプラント 会食 0.06 随意契約 －

4 （株）ラムラ 会食 0.05 随意契約 －

5 （株）ベイス 弁当手配 0.04 随意契約 －

6 （株）キョウカ 弁当手配 0.03 随意契約 －

7 （株）テリオ 会議用水、コーヒー手配 0.03 随意契約 －

8 大東企業（株） 会食 0.03 随意契約 －

9 （株）とうふ屋うかい 会食 0.03 随意契約 －

10 （株）ダイナック 会食 0.01 随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 帝都自動車交通（株） 車輌借上げ（パネッタ米国防長官訪日） 0.2 随意契約 －

2 個人Ａ 国際会議登録料 0.1 随意契約 －

3 （株）ホテルオークラ 連絡室借上げ（パネッタ米国防長官訪日） 0.08 随意契約 －

4 トップツアー（株） 航空機特別席料（大臣沖縄訪問等） 0.07 随意契約 －

5 個人Ｂ 国際会議登録料 0.03 随意契約 －

6 個人Ｃ 国際会議登録料 0.01 随意契約 －

7 個人Ｄ 国際会議登録料 0.01 随意契約 －

8 （株）イトーキ 執務机修理 0.01 随意契約 －

9 個人Ｅ 国際会議登録料 0.01 随意契約 －9 個人Ｅ 国際会議登録料 0.01 随意契約 －

10 個人Ｆ 国際会議登録料 0.01 随意契約 －



(別紙）

個別事業名 日米安全保障リーダー育成セミナー開催経費 担当部局庁 北米局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

平成８年度開始 担当課室 日米安全保障条約課 課長　鯰 博行

会計区分 一般会計 施策名 北米地域外交

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第四条第一項イ

関係する計画、
通知等

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

－ － －

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 28 22 19 17 17

補正予算 －

繰越し等 － － － －

28 22 19 17 17

執行額 25 18 21

執行率（％） 87.9% 84.4% 107.9%

委託費 11 11

旅費 6 6

その他 0.4 0.4

計 17 17

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求



※平成23年度実績を記入

個別事業名： 日米安全保障リーダー育成セミナー開催経費

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか

外務省

２１百万円

Ａ パシフィック・フォーラムＣＳＩＳ

１４百万円

日米安全保障リーダー育成セミナー

の開催に関わる委託費、本邦からの

出席旅費等

コーヒーブレイク代、セミナー参

加者との在米大大使主催意見

交換夕食会開催経費（ケータリ

ング代、食材購入費、ボーイ代

等）、車両借り上げ経費等

競争性のない随意契約 競争性のない随意契約

Ｃ Visit USA Bureau, Inc等

０．４百万円

セミナー開催に関わる航空券、宿

舎、食事、会場等手配

Ｂ 出張者１１名

６百万円

行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）



個別事業名： 日米安全保障リーダー育成セミナー開催経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.パシフィック・フォーラムＣＳＩＳ

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

人件費 セミナー開催に関わる人件費 6

旅費 航空賃､車両借り上げ 3

宿舎 宿舎、食事、コーヒー、会場借料 3

謝礼 講演者謝礼 1

印刷製本 配付資料、報告書等印刷製本費 0.7

事務局 事務局設営（電話、コピー機等）費 0.7

計 14 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0計 0 計 0

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0計 0 計 0



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
A.

Ｂ

日米安全保障リーダー育成セミナー開催経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 パシフィック・フォーラムＣＳＩＳ セミナー開催のための業務委嘱 14 随意契約 －

2

3

4

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 出張者Ａ セミナー出席のための旅費 0.8

2 出張者Ｂ セミナー出席のための旅費 0.7

3 出張者Ｃ セミナー出席のための旅費 0.7

4 出張者Ｄ セミナー出席のための旅費 0.7

5 出張者Ｅ セミナー出席のための旅費 0.7

6 出張者Ｆ セミナー出席のための旅費 0.7

7 出張者Ｇ セミナー出席のための旅費 0.7

Ｃ

8 出張者Ｈ セミナー出席のための旅費 0.6

9 出張者Ｉ セミナー出席のための旅費 0.4

10 出張者Ｊ セミナー出席のための旅費 0.2

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 Visit USA Bureau, Inc 車両借り上げ費 0.09 随意契約 －

2 パシフィック・フォーラムＣＳＩＳ コーヒーブレイク代 0.09 随意契約 －

3 Sugita Foods ,INC ケータリング代 0.06 随意契約 －

4
Michael S.Hensley Party
Rental & Sales CO.

什器借料 0.04 随意契約 －

5 個人Ａ ボーイ代 0.03 随意契約 －

6 DELICArf-1 意見交換会食材購入費 0.03 随意契約 －

7 Bryan's Market 意見交換会食材購入費 0.02 随意契約 －

8 IMP Food inc. 意見交換会食材購入費 0.01 随意契約 －

9 Super Mira 意見交換会食材購入費 0.01 随意契約 －

10 SAFEWAY 意見交換会食材購入費 0.01 随意契約 －



(別紙）

個別事業名 在日米軍オリエンテーション・プログラム開催経費 担当部局庁 北米局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

平成８年度開始 担当課室 日米地位協定室 室長　河邉　賢裕

会計区分 一般会計 施策名 北米地域外交

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第四条第一項イ

関係する計画、
通知等

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

－ － －

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 2 2 2 2 2

補正予算 －

繰越し等 － － － －

2 2 2 2 2

執行額 1 1 2

執行率（％） 94.4% 96.7% 112.3%

委託費 2 2

計 2 2

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求



※平成23年度実績を記入

個別事業名： 在日米軍オリエンテーション・プログラム開催経費

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか

外務省

２百万円

A 特定非営利活動法人

アジアインバウンド観光振興会

２百万円

本事業の委託

宿舎、食事等手配

一般競争入札

行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）



個別事業名： 在日米軍オリエンテーション・プログラム開催経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.特定非営利活動法人アジアインバウンド観光振興会

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

食費
弁当、水、コーヒー、国会議員との
朝食会、レセプション経費等

0.9

宿泊費 参加者宿泊費 0.4

謝礼 講師謝礼 0.2

車輌 車輌借上げ 0.2

その他 機材借り上げ 0.1

計 2 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0計 0 計 0

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0計 0 計 0



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
A.

在日米軍オリエンテーション・プログラム開催経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1

特定非営利活動法人
アジアインバウンド観光
振興会

セミナー開催のための業務委嘱 2 3 79.4%

2

3

4

5

6

7

8

9

10



(別紙）

個別事業名 在日米軍経験者のネットワーク強化事業関係経費 担当部局庁 北米局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

平成２２年度開始 担当課室 日米安全保障条約課 課長　鯰 博行

会計区分 一般会計 施策名 北米地域外交

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第四条第一項イ

関係する計画、
通知等

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

－ － －

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 － 0.6 0.2 － －

補正予算 －

繰越し等 － － － －

－ 0.6 0.2 － －

執行額 － － 0

執行率（％） － 0.0% 0.0%

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

レセプション開催経費 － － 廃止

計



日米クリーンエネルギー協力
経費

2

計 54 40

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

2

3 0

第三国における経済課題に対
する日米共同取組実施経費 0 0

日米・日加経済関係検討
フォーラム開催経費 4 2

対日理解促進プログラム関係
経費

マンスフィールド研修計画
3 3

硫黄島日米合同慰霊顕彰式
に出席する政府・国会関係者
等の渡島経費

2

桜寄贈１００周年記念関連事業
8 0

対北米経済政策に必要な経費
2

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

対米加外交政策費 16 14
対米加外交政策費の諸謝金に関し、過去３年間の執行残の要因を検討し見直し。

日米日加経済関係フォーラムの在外職員等旅費に関し、過去３年間の執行残の
要因を検討し見直し。

16 17

(4) (                )

単位当たり
コスト

　　　　　３百万（円／件） 算出根拠 平成２３年度執行額　÷　会合等の件数

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 23年度 24年度活動見込

政府関係者や有識者，経済界や一般市民等の
参加を得て，北米諸国との間で各種会合，研
修，周年事業等を実施した。

活動実績

（当初見込
み）

会合等
の回数

4 8 14 ―

21年度 22年度

(9)

達成度 ％ － － －

－

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

重層的な日加関係の構築を目指すものであ
り，その参考となる指標として，カナダからの訪
日者数を使用する。

成果実績 人 152,756 153,303 101,299 101,299

23年度
目標値

（　　年度）

政治・経済を通じた対日理解促進，日米友好親
善増進等を成果目標とし，参考となる指標の一
つとして，米国一般人への対日世論調査にお
いて「日本人と米国人は良く理解し合っている」
と答えた人の割合を使用する。

成果実績 42 43 42 43

達成度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 21年度 22年度

％ － －

執行率（％） 66 48 72

執行額 26 28 42

計 41 58 57 54 40

－ － －

繰越し等 － － － －

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 41 58 57 54 40

補正予算 －

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

①日米，日加政府間（首脳，外相レベルを含む）での共通の諸課題に関する協議・政策調整の実施
②日米・日加両国間における重層的な交流・対話の実施
③日米経済関係強化に向けた取組
④「日加経済枠組み」に基づく日加経済関係強化

実施方法

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
別紙参照

関係する計
画、通知等

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

日・北米諸国が直面する国際社会共通の諸課題についての両国政府間の緊密な連携を一層強化し，また，持続可能な経済成長に資する
各種の政策分野での協調を推進すること。

事業開始・
終了(予定）年度

別紙参照 担当課室
北米第一課
北米第二課

課長　吉田　朋之
課長　大鶴　哲也

会計区分 一般会計 施策名 I-2　北米地域外交

事業番号 234
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(外務省)

事業名 北米諸国との協力推進 担当部局庁 北米局 作成責任者



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

関連する過去のレビューシートの事業番号

407,412,419,425,427
３８８，３８９，３９３，３９６，３９９，４０３，４０
４，４４，４５

抜
本
的
改
善

執行残を踏まえた見直し

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

縮
減

対米加外交政策費の諸謝金に関し、過去３年間の執行残の要因を検討し見直し。
日米日加経済関係フォーラムの在外職員等旅費に関し、過去３年間の執行残の要因を検討し見直し。

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

点
検
結
果

執行実績を考慮し，また入札等を用いて適切な予算要求及び執行に努める。

予算監視・効率化チームの所見

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

－ 　※類似事業名とその所管部局・府省名

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。 年度当初に見込んでいた活動を着実に実施してきている

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。 各事業実施にあたり，入札等を用いて必要最小限の経
費支出となるよう常に配慮し，経費削減に務めている。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

政治・経済を通じた対日理解促進，日米友好親善増進
等を目的としていることから，国が実施すべき事業であ
る。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事
業となっていないか。

- 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

計 16 14

旅費 0.9 1

その他 9 4

人件費 6 9

執行率（％） 58 93 81

執行額 7 16 15

計 12 17 19 16 14

繰越し等 － － － －

補正予算 － － － －

当初予算 12 17 19 16 14

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度要求

予
算
の
状
況

会計区分 一般会計 施策名 I-2　北米地域外交

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第四条第一項、第七項

関係する計画、
通知等

個別事業名 対米加外交政策費 担当部局庁 北米局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

担当課室 北米第一課 課長　吉田　朋之

(別紙）



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

個別事業名： 対米加外交政策費

外務省

１５百万円

A.事務補助員５件

７百万円

○業務概要

出張旅費，事務補助員賃金等

賃 金

会議費

【競争性のない随意契約】

B.出張者３８名

（国外５百万円）

（国内0.７百万円）
国外出張1７名

国内出張 ３１名

Ｅ．楼外楼飯店，

（株）フジランド等

0.７百万円

Ｄ．（株）フォーサイト等

0.１百万円
消耗品，事務用品修理等

【競争性のない随意契約】

【競争性のない随意契約】

Ｃ．日の丸リムジン等

２百万円
車両借り上げ等



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 1 計 0

旅費 国外出張 1

B.出張者Ａ F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 3 計 0

費　目 使　途 金　額
(百万円）

人件費 事務業務 3

個別事業名：

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.分析員 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ．

Ｄ．

Ｅ．

6 株式会社　フジランド 0.03 随意契約

4 有限会社　ビジョンブリッジ 0.01 随意契約

5
株式会社　ビーデリサービス菱膳
新橋店 0.05 随意契約

3 有限会社　永華 0.1 随意契約

2 御曹司きよやす邸 0.2 随意契約

1 株式会社　ロイヤルパークホテル 会議費 0.2 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

4 （株）イトーキ 消耗品 0.003 随意契約

3 （株）セイワビジネスサプライズ 消耗品 0.003 随意契約

2 （株）フォーサイト 備品修理 0.02 随意契約

1 （株）イワナシ 消耗品 0.03 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9
株式会社ＡＮＡケータリングサービ
ス 会議費 0.01 随意契約

8 有限会社　ビジョンブリッジ 会議用機材 0.03 随意契約

7 日本空港テクノ株式会社 空港設備借料 0.04 随意契約

6 株式会社　アテナ 国旗手配 0.1 随意契約

5 株式会社　帝国ホテル 会議費 0.2 随意契約

4 国際ハイヤー株式会社 車両手配 0.3 随意契約

3 セイノー引越株式会社 設営機材 0.3 随意契約

2
株式会社　サイマル・テクニカル・
コミュニケーションズ 同時通訳機材 0.3 随意契約

1 株式会社　キャンバス・ドーム 設営機材 0.5 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 出張者Ｊ 国内 0.1

9 出張者Ｉ 国内 0.1

8 出張者Ｈ 国内 0.1

7 出張者Ｇ 国外 0.2

6 出張者Ｆ 国外 0.4

5 出張者Ｅ 国外 0.4

4 出張者Ｄ 国外 1

3 出張者Ｃ 国外 1

2 出張者Ｂ 国外 1

1 出張者Ａ 国外 1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

5 事務補助員Ｄ 事務業務 0.8

4 事務補助員Ｃ 事務業務 0.6

3 事務補助員Ｂ 事務業務 1

2 事務補助員Ａ 事務業務 1

1 分析員 事務業務 3

対米加外交政策費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率





平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

計 16 17

その他 16 16

旅費 0.6 0.7

執行率（％） 82 5 97

19 17 16 16 17

執行額 15 1 16

繰越し等 － － － －

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 19 17 16 16 17

補正予算 －

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

－ － －

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第四条第二項、第三項

関係する計画、
通知等

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成１９年度開始 担当課室 北米第一課 課長　吉田　朋之

会計区分 一般会計 施策名 I-2　北米地域外交

(別紙）

個別事業名
硫黄島日米合同慰霊顕彰式に出席する政府・
国会関係者等の渡島経費

担当部局庁 北米局 作成責任者



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

個別事業名： 硫黄島日米合同慰霊顕彰式に出席する政府・国会関係者等の渡島経費

硫黄島において開催される『日米硫

黄島戦没者合同慰霊追悼顕彰式』等の

開催に伴う日本側参加者の硫黄島への

電源車等の輸送に伴う自衛隊機

燃料の手配

外務省

１６百万円

A.出張者

国外 ０．７ 百万円

国内 ０．０２百万円

国外 ３名

Ｃ.日鉱日石エネルギー株式会社

0.５百万円

【競争性のない随意契約】

【随意契約】

Ｂ.（株）日本航空インターナショナル

１５百万円

チャーター機手配



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 15 計 0

借料 チャーター機代 15

B.日本航空インターナショナル F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途 金　額
(百万円）

個別事業名： 硫黄島日米合同慰霊顕彰式に出席する政府・国会関係者等の渡島経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ．

1 日鉱日石エネルギー株式会社 燃料代 0.5 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 日本航空インターナショナル チャーター機代 15 随意契約 不落

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

8 出張者Ｈ 国内 0

7 出張者Ｇ 国内 0

6 出張者Ｆ 国内 0

5 出張者Ｅ 国内 0.01

4 出張者Ｄ 国内 0.01

3 出張者Ｃ 国外 0.2

2 出張者Ｂ 国外 0.2

1 出張者Ａ 国外 0.2

硫黄島日米合同慰霊顕彰式に出席する政府・国会関係者等の渡島経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

計 3 3

その他 2 2

会議費 0.3 0.3

執行率（％） 78 87 83

2 3 2 3 3

執行額 2 2 2

繰越し等 - - - -

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 2 3 2 3 3

補正予算 -

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

- - -

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第四条第一項

関係する計画、
通知等

マンスフィールド研修計画

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成８年度開始 担当課室 北米第一課 課長　吉田　朋之

会計区分 一般会計 施策名 I-2　北米地域外交

(別紙）

個別事業名
マンスフィールド研修計画
（日米行政官交流計画）

担当部局庁 北米局 作成責任者



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

個別事業名： マンスフィールド研修計画（日米行政官交流計画）

外務省

3百万円

「マンスフィールド研修計画（日米行政官交流計画）」に基づき来日する予定の

研修員（第１５期23.4.1～23．8.31、第１６期23.9.1～24.3.31）に対し、同研修期

間中、各省庁等で最低限必要な日本語を習得するための日本語研修業務の

委託

Ａ．（学）長沼スクール

東京日本語学校

0.6百万円

【随意契約】

Ｂ．（学）長沼スクール

東京日本語学校

1百万円

【一般競争入札】

「マンスフィールド研修計画（日米行政官交流計画）」に基づき来日する予

定の研修員（第１５期生23.4.1～23．8.31）に対し、同研修期間中、各省庁

等で最低限必要な日本語を習得するための日本語研修業務（注１）

「マンスフィールド研修計画（日米行政官交流計画）」に基づき来日する予

定の研修員（第１６期生23.9.1～24.3.31）に対し、同研修期間中、各省庁

等で最低限必要な日本語を習得するための日本語研修業務（注２）

※注１

上記随意契約は国債取得に伴う

もので、平成２１年度に一般競争

入札を経て複数年度契約を締結

したもの

※注２

上記一般競争入札は国債取得に伴う

もので、平成２３年８月まで複数年度

契約を締結したもの

Ｃ．（株）フジランド

0.3百万円

【競争性のない随意契約】



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 1 計 0

その他 管理費等 0.1

消耗品 教材費 0.01

人件費 研修費 1

B.長沼スクール日本語学校 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途 金　額
(百万円）

個別事業名： マンスフィールド研修計画（日米行政官交流計画）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ

1 （株）フジランド 会議費 0.3 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 学校法人長沼スクール 研修業務委託 1 1 99.5

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 学校法人長沼スクール 研修業務委託 0.6 随意契約

マンスフィールド研修計画（日米行政官交流計画）

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

計 8

その他 2 －

旅費 6 －

執行率（％） － － 63

－ － 6 8

執行額 － － 4

　　　　　　　

繰越し等 － － － －

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 － － 6 8 －

補正予算 －

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

－ － －

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第四条第一項、第七項

関係する計画、
通知等

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成２３年度開始
平成２４年度終了

担当課室 北米第一課 課長　吉田　朋之

会計区分 一般会計 施策名 I-2　北米地域外交

(別紙）

個別事業名 桜寄贈１００周年記念関連事業 担当部局庁 北米局 作成責任者



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

個別事業名： 桜寄贈１００周年記念関連事業

外務省

４百万円

A.ステージ

１．７百万円

○業務概要

周年事業実施に係る業務，出張旅費等

周年事業実施のための会場設営等

助言謝金

B.フォーサイト等

１．４百万円 広報グッズ作成

Ｅ．有識者（２名）

0.０４百万円

Ｄ．出張者

0.２百万円
国外出張

Ｃ．阪急阪神ビジネストラベル

０．３百万円
参加者招聘関連経費

【競争性のない随意契約】

【競争性のない随意契約】

Ｆ．ＡＢＣ社

0.３百万円
諸謝金，設営等

【指名入札】



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 1 計 0

消耗品 広報グッズ作成 1

B.（株）フォーサイト F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2 計 0

費　目 使　途 金　額
(百万円）

その他 会場設営等 2

個別事業名： 桜寄贈１００周年記念関連事業

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.（株）ステージ E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｆ

1 大使館 諸謝金，運搬費等 0.3 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 有識者Ｂ 助言謝金 0.02

1 有識者Ａ 助言謝金 0.02

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 出張者Ａ 国外 0.2

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 阪急阪神ビジネストラベル行事参加者招聘業務 0.3 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3 （株）イワナシ 広報グッズ作成 0.1 随意契約

2 日本郵便局 記念切手購入 0.2 随意契約

1 （株）フォーサイト 広報グッズ作成 1 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）ステージ 周年行事の会場設営，運営管理等 2 4 38

桜寄贈１００周年記念関連事業

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

計

― ―

執行率（％） 26.1

2 ― ―

執行額 1

繰越し等 ― ―

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 2 ― ―

補正予算

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

― ―

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第四条第一項ロ，第二項

関係する計画、
通知等

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成２３年度開始 担当課室 北米第二課 課長　大鶴　哲也 

会計区分 一般会計 施策名 I-2　北米地域外交

(別紙）

個別事業名
第三国における経済課題に対する日米共同

取組実施経費
担当部局庁 北米局 作成責任者



※平成23年度実績を記入

個別事業名：第三国における経済課題に対する日米共同取組実施経費

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）（単

位：百万円）

外務省

１百万円

A
出張者１名

１百万円

外国出張旅費



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 1 計 0

旅費 会議等参加 1

個別事業名：第三国における経済課題に対する日米共同取組実施経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）



支出先上位１０者リスト
A.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

落札率

1 個人　A 会議等参加 1

個別事業名：第三国における経済課題に対する日米共同取組実施経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

計 2 2

旅費 2 2

執行率（％） ― 14.8 29.0

― 8 2 2 2

執行額 ― 1 1

繰越し等 ― ― ―

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 ― 8 2 2 2

補正予算 ―

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

― ―

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第四条第一項ロ，第二項

関係する計画、
通知等

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成２０年度開始 担当課室 北米第二課 課長　大鶴　哲也

会計区分 一般会計 施策名 I-2　北米地域外交

(別紙）

個別事業名 対日理解促進プログラム関係経費 担当部局庁 北米局 作成責任者



個別事業名：対日理解促進プログラム関係経費

※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）（単

位：百万円）

外務省

１百万円

A
出張者３名

１百万円



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

旅費 会議等参加 0.001

個人C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

旅費 会議等参加 0.02

個人B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0.6 計 0

会議等参加 0.6

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

個人Ａ. E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

旅費

個別事業名：対日理解促進プログラム関係経費



個別事業名：対日理解促進プログラム関係経費

支出先上位１０者リスト
A.

10

9

8

7

6

5

4

3 個人　C 会議等参加 0.001

2 個人　B 会議等参加 0.02

1 個人　A 会議等参加 0.6

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



計 3 ―

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

旅費 3 ―

執行率（％） 30.2 8.1

6 2 3 ―

執行額 2 0.2

繰越し等 ― ―

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 6 2 3 ―

補正予算

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

― ―

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第四条第一項ロ，第二項

関係する計画、
通知等

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成２２年度開始 担当課室 北米第二課 課長　大鶴　哲也

会計区分 一般会計 施策名 Ｉ-2　北米地域外交

(別紙）

個別事業名 日米クリーンエネルギー協力経費 担当部局庁 北米局 作成責任者



※平成23年度実績を記入

個別事業名：日米クリーンエネルギー協力経費

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）（単

位：百万円）

外務省

０．２百万

A
出張者１２名

０．２百万円

会議参加旅費



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途 金　額
(百万円）

個別事業名：日米クリーンエネルギー協力経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 個人　J 打合せ及び会議参加 0.001

9 個人　I 打合せ及び会議参加 0.001

8 個人　H 打合せ及び会議参加 0.001

7 個人　G 打合せ及び会議参加 0.002

6 個人　F 打合せ及び会議参加 0.002

5 個人　E 打合せ及び会議参加 0.01

4 個人　D 打合せ及び会議参加 0.02

3 個人　C 打合せ及び会議参加 0.03

2 個人　B 打合せ及び会議参加 0.04

落札率

1 個人　A 打合せ及び会議参加 0.09

個別事業名：日米クリーンエネルギー協力経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数



計 4 2

0.8 ―

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

旅費 3 2

会議開催経費

執行率（％） 0 52.0 25.4

5 4 5 4 2

執行額 0 2 1

繰越し等 ― ― ―

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 5 4 5 4 2

補正予算 ―

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

― ―

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第四条第一項ロ，第二項

関係する計画、
通知等

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成１４年度開始 担当課室 北米第二課 課長　大鶴　哲也 

会計区分 一般会計 施策名 Ｉ-2 北米地域外交

(別紙）

個別事業名 日米・日加経済関係検討フォーラム開催経費 担当部局庁 北米局 作成責任者



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）（単

位：百万円）

個別事業名：日米・日加経済関係検討フォーラム開催経費

外務省

１百万円

Ａ 旅費

２名

１．１百万円

Ｂ The Nippon 
Club,Inc.
会場借料

０．１百万円



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0.1 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 計 0

費　目 使　途 金　額
(百万円）

個別事業名：日米・日加経済関係検討フォーラム開催経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）



支出先上位１０者リスト
A.

B

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 The Nippon Club,Inc 会場借料等 0.1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2 個人Ｂ 出張旅費 0.35

落札率

1 個人Ａ 出張旅費 0.77

個別事業名：日米・日加経済関係検討フォーラム開催経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数



計 2 2

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

0.4 0.4通信費

費　目 24年度当初予算 25年度要求

人件費 2 2

執行率（％） 75.1 75 71.5

3 3 3 2 2

執行額 2 2 2

繰越し等 ― ― ―

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 3 3 3 2 2

補正予算 ―

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

― ―

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第四条第一項ロ，第ニ項

関係する計
画、通知等

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成１８年度開始 担当課室 北米第二課 課長　大鶴　哲也

会計区分 一般会計 施策名 Ⅰ－２　北米地域外交

(別紙）

個別事業名 対北米経済政策に必要な経費 担当部局庁 北米局 作成責任者



※平成23年度実績を記入

個別事業名：対北米経済政策に必要な経費

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）（単

位：百万円）

外務省

２百万円

A 非常勤職員１

名

２百万円

B
Inside Washington 

Publishers社
0.2百万円

C
Trade Reports 

International社
0.1百万円

競争性のない

随意契約

事務補助員雇用

ワシントンウォッチ

購読

Inside U.S. Trade
購読

D
ワシントン・ウォッチ

社

0.2百万円

Washington Trade 
Daily

購読



計 0.2 計 0

通信費 資料購入 0.2

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0.1 計 0

通信費 資料購入 0.１

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0.2 計 0

通信費 資料購入 0.2

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2 計

事務補助員雇用 2

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

人件費

個別事業名：対北米経済政策に必要な経費



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1
Trade Reports
International社

資料購入 0.1 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1
Inside Washington
Publishers社

資料購入 0.2 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

落札率

1 個人　A 事務補助 2

個別事業名：対北米経済政策に必要な経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数



D

10

9

8

7

6

5

4

3

2

落札率

1 ワシントン・ウォッチ社 資料購入 0.2 随意契約

個別事業名：対北米経済政策に必要な経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数




